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第４章 まとめ 

第１節 フランスにおける労働協約システムの特徴 

１ フランスの伝統的労働協約システムの特徴と歴史的経緯 

まず、フランスの労働協約システムの最大の特徴として、労働組合の組織率がわずか

8％前後という非常に低い状況にあるにもかかわらず、労働協約の適用率が約 97％とい

う極めて高い状況にあるという点を踏まえておく必要がある。こうした背景もあり、長

期的な組織率の低落傾向、また労働組合の影響力の低下傾向もみられるとはいえ、フラ

ンスの労働組合は、労使関係におけるプレゼンスにおいて今なお一定の地位を保ってい

ると評価できる。 

こうした状況がなぜ生じているのか、フランスの労働協約システムの理解には、まず

その歴史的背景を踏まえておく必要がある。 

第一に、フランスの労働協約システムは、大革命以降の基本原理である契約の自由に

基づく伝統的な契約理論に対して、実態として集団的労使関係における規範を設定する

機能を有する労働協約を、いかようにして整合させるかという努力が図られてきたとい

う点が重要である。これは、1919 年法における立法による規範的効力の承認、ついで 1936

年法による公権力の承認を前提とした労働協約の拡張適用制度によって立法的に克服さ

れてきたといえる。 

第二に、労働協約システムを支える労働組合運動において、個人の組合活動の自由（団

結の自由）を尊重するという視点から、複数組合主義が強調されたこと、また 20 世紀初

期において大きな影響力を発揮したサンディカリスムの理念に基づき、労働組合運動の

基本的な行動様式が、「その意志のある者によって当該職業における労働者全体の利益を

代表して行動する」というものとなったことが重要であろう。こうしたサンディカリス

ムの影響および労働組合運動の歴史的な経緯のもとに、労働協約は「職業の法（loi de 

profession）」という位置づけが与えられたのである。このことは、労働協約が、1936

年法以降確立した、労働協約の拡張適用制度に基づき、（組合員であるか否かを問わず、

さらには当該使用者が署名使用者団体に属していない場合であっても）当該職業におけ

る集団的な規範設定を行うというシステムの基礎を確立する上で非常に重要であった。 

こうしてフランスの労働協約システムは、一方ではフランスの労働組合運動における

理念を前提としつつ、他方では、伝統的な契約理論の克服、サンディカリスムの理念の

裏返しとしての労働組合の組織率の低さという実態のもとで、労働協約の定める規範を

いかに定着させるかという実際上の要請に基づいた、極めて人工的なシステムを形成し

ていったのである。この点で、フランスの労働協約システムはあくまでも国家および法

の裏付けによって形成されてきたものであり、ドイツのような純粋な労使自治の理念か

ら生じてきたものではないということに留意する必要がある。フランスの労働協約シス

テムの人工的な性格は、1966 年アレテによる五大労組システムの確立にも如実に現れて
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いる。いわゆるフランスの五大労組システムは、戦後圧倒的な影響力を持った CGT が、

サンディカリスムの（さらには当時のソビエト連邦の）強い影響力のもと、労使交渉に

おいては一切の妥協をしないという姿勢を貫き、労使交渉が十分に進まないという状況

を克服するために、ここから分裂した CGT-FO、管理職組合である CGC、CFDT が誕生

した結果極めて少数の組合となった CFTC に「自動的に」労働協約の締結資格たる「代

表的労働組合」の地位を付与することにより、これらの（CGT に比して少数派の）組合

による労働協約の締結を通じて、産業別労働協約による集団的労働規範設定を確保して

きたのである528。すなわち、フランスにおいて労働組合の組織率がわずか 8％前後であ

りながら、労働協約の適用率が約 97％という極めて高いという状況は、歴史的および実

際的必要性を背景に、立法等によってきわめて政策的に確立されてきたシステムである

ということができよう。 

 

２ フランスにおける産業別労働協約の機能 

 １で述べたようなシステムのもとで形成された、フランスの産業別労働協約による集

団的規範設定（労働条件決定）の伝統的な機能は、大きく分けて、①産業別の最低労働

条件の設定、②産業内における社会的競争（労働条件引下げ競争）防止を通じた産業内

市場秩序の維持である。とりわけ、企業内労使関係が成熟していない中小企業が多い産

業においては、産業別労働協約が、実質的に個々の企業における（最低基準にとどまら

ない）実際の労働条件の設定機能を有しているのが実情である。その一方で、金属産業

を典型に、極めて小規模な企業から、巨大企業まで含む産業においては、まさしく産業

別労働協約は産業における最低基準を設定し、小規模企業においてはこれがそのまま適

用される一方、大企業においては独自の労働条件が設定529され、産業内におけるある種

の労働条件格差が生じる実態が存在する530。 

こうしたシステムを支えてきたのは、1936 年法（あるいは 1951 年法）で確立された

産業別労働協約の拡張適用システムおよび有利原則、並びに代表的労働組合の制度であ

ることは疑いのないところである。このようなシステムによって産業別労働協約が集団

的労働規範設定を一手に担う形となったのは、他方では、フランスにおいては企業内に

労働組合が入り込むことが許されなかった531結果、企業レベルでの集団的労使関係がま

                                                  
528 あるいは、憲法院が 2004 年法および 2008 年法について、「有利原則」あるいは代表的労働組合の労働

協約締結権の独占を憲法的規範とは認めず、法律による修正を許容したのは、こうしたフランスの集団

的労使関係システムが人工的・作為的なものであるという歴史的経緯を踏まえたものであるとの評価も

可能であろう。  
529 これらの企業レベルでの規範設定の実態については後述する。  
530 さらに、小規模企業が多い産業および産業そのものの規模が極めて小さい産業においては、産業レベル

においても労使交渉が十全に機能していない状況にある。もっとも、こうした産業においても、一度は

設定された産業別労働協約およびこれを補完する法律による最低条件の設定によって、労働条件の最低

基準は確保されていると評価できよう。  
531 企業内組合の設置が可能となったのは 1960 年代以降のことである。 
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ったくといっていいほど形成されていなかったことによるものである。 

 

３ フランスにおける企業別協定と分権化 

他方、フランスの企業レベルでの協定について見た場合に、いかなることがいえるで

あろうか。 

 前提として、フランスにおいては、先に述べたようにそもそも労働組合の組織力が非

常に弱く、産業別労働協約の拡張適用制度に代表される、国家（法律）のバックアップ

を通じて、産業別労働協約を中心とした集団的労働関係規範の設定システムを維持して

きたという特殊性が存在する。これに加えて、1968 年以前の段階においては、そもそも

フランスにおいては企業内に組合支部を設置することが認められていなかった点に留意

する必要がある。フランスにおける集団的規範設定権限の分権化は、1980 年代初頭にお

けるオルー改革がその嚆矢であると評価できるが、同改革はフランスにおける企業レベ

ルでの交渉を促進することを目的としていた。 

 これは、1968 年以降、企業内に組合支部の設置が可能となったにも関わらず、企業レ

ベルでの労働条件決定に関する交渉がほとんど進まなかったことを受けてのものであり、

これ以降、フランス政府が促進してきた（企業レベルでの）団体交渉の促進政策につい

ては、労働組合の側が積極的に評価してきたという点が、フランスにおける分権化の大

きな特徴となる。 

 すなわち、近年の欧州における集団的労使関係の潮流を見た場合、一般論としては、

企業レベルでの労使対話（交渉）が発展するプロセスとともに、大なり小なり、産業レ

ベルでの交渉および協約が解体されていくという影響が生じていることが指摘されてい

る。企業レベルの交渉およびその成果としての協定の締結の発展に伴い、産業レベルで

の交渉および協約の影響力が低下し、企業レベルでの労働条件決定が広がるというのが、

近年の欧州における一般的な傾向であって、使用者団体による「分権化」の追求も、こ

うした流れを見通すものであると考えられる。これに対し、北欧、イタリア、ドイツの

労働組合は、「分権化」の動きに対して、強い警戒感を示し、産業レベルの交渉および協

約システムの維持を主張している。これは、北欧、イタリア、ドイツにあっては、伝統

的に労働組合の組織率が高く、産業レベルでの労使自治のシステムが強固に確立してき

たこと、そして、その帰結として、企業レベルでの規範設定システムの拡大は、こうし

た労使自治のシステムを解体するという警戒感が強く存在することによるのではないか

と考えられる。これに対し、フランスにおいては、企業レベルでの交渉の普及を、（有利

原則の存在を前提とするとはいえ）労働組合の側が積極的に評価してきたという歴史的

経緯がある532ことが、他の欧州諸国と比較した場合の重要な特徴なのである。 

                                                  
532 企業レベルでの交渉および協定の締結の発展の契機となったオルー法は、左派のミッテラン政権のもと

で成立したことに留意する必要がある。  
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４ フランスの労働条件規範設定の実態 

それでは、以上のようなことを前提に、実務においてはいかなる形で労働条件の規範

設定がなされているのか、ここでは最重要な労働条件である賃金に関する規範設定につ

いて、典型的な大企業における規範設定のモデルを再確認する。 

賃金決定にあたっては、フランスの伝統的な規範設定システムを前提に、産業別協約

および産業レベルの団体交渉を通じた規範設定が存在した上で、企業レベルでの交渉お

よび協定による賃金決定が存在している。すなわち、フランスにおける集団的労働条件

規範設定は、形式的には、産業レベルと企業レベルという二元的な協約システムにもと

づいてなされていると、一応評価することができよう。しかし、より具体的な賃金決定

のプロセスを見ると、産業レベルの規範設定と企業レベルの規範設定の間には、複雑な

関係が存在することが明らかとなる。フランスにおいては、確かに産業別協約によって

職業資格等級およびこれに対応する賃金等級が定められ、また各等級についての基準が

定められている。しかし、実際にそれぞれの職務について、どの職業資格等級に設定を

するのかという点については、産業別協約で定められている基準の「解釈」を通じて、

企業レベルでの決定にかなりの裁量の余地が付与されている。加えて、産業別協約で定

められているそれぞれの等級および段階の中で、さらに細かい区分を設定することが許

容されていることとあわせ、具体的な賃金決定という点で見た場合には、企業レベルで

の決定に大きな裁量が与えられているといえよう。 

この結果、企業内組合支部が存在し、活発に企業レベルでの交渉が行われている企業

においては、大企業を中心として、実際には産業別労働協約が定めている条件からかな

り乖離をした賃金システムが採用されている企業が少なくない。他方で、中小零細企業

を中心に、企業内組合支部が存在しない、あるいは存在したとしても企業レベルでも交

渉が活発でない企業においては、産業別協約が定める基準がそのまま適用されているケ

ースが少なくないと考えられる。 

 つまり、フランスにおける集団的労働条件の規範設定は、産業別労働協約と企業別協

定という２種類の規範の類型が存在することを前提に、①主として産業別労働協約によ

って一元的に労働条件が設定されている労働者（典型的には中小零細企業の労働者）、②

実質的に、企業別協定によって一元的に労働条件が設定されている企業（典型的には大

産業かつ大企業の労働者。もっとも、これらの企業にあっても、休暇や福利厚生、諸手

当などについては産業別協約で定められたものがそのまま用いられるケースも少なくな

い）、③最終的な規範設定は企業別協定によっているものの、産業レベルので交渉・協定

の内容が意識され、それによる影響を受けている労働者、という 3 つの類型に分類する

ことが可能と言えよう。この分類は、企業規模の大きさ、産業としての規模の大きさに

加え、当該企業における交渉の基礎が形成されているか否かによって分かれているが、
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この「交渉の基盤が形成されている企業においては、実質的に企業別協定によって一元

的に労働条件が設定されている」という状況が、2000 年代以降の分権化の法政策とその

影響について、意味を持つことになってくる。 

 

５ フランスにおける分権化の法政策とその影響 

フランスにおいては、企業別協約が導入された 1971 年法以降、企業レベルでの労使交

渉を促進する政策が継続的に取られてきた。これは、現実の労使関係に最も近いのは企

業内の労使関係であり、本来的には企業レベルでの労使交渉によって労働条件を設定す

ることが実態に叶うとの理念（「契約政策」）に基づくものであり、その中でも最も大き

な意味を有するのは、フランスにおける伝統的な有利原則を廃止した、2004 年のフィヨ

ン法および 2008 年法による改革であると言われている。 

しかし、企業レベルでの規範設定を促すことを目的として導入された、企業別協定に

基づく適用除外制度は、結果としてまったくといっていいほど用いられず、2004 年法お

よび 2008 年法による改革以降も、フランスの労使当事者は、従来からの産業別労働協約

による集団的な規範設定システムをベースとした規範設定システムを維持してしてきた。 

その背景としては、いくつかの要因が考えられる。第一に、労働組合の意思、すなわ

ち、産業レベルに比べ、企業レベルにおける労働者の交渉力の脆弱さに対する懸念から、

容易には企業別協定による適用除外を認めないとする立場がある。しかし、これに加え

て第二に、使用者の側においても、産業別労働協約の機能（最低条件設定機能はむろん

のこと、社会的競争の防止機能）を意義のあるものと捉え、必ずしも企業別協定による

企業単位の労働条件設定を良しとするばかりではないという立場が存在したことも重要

である。さらに、こうした、産業別労働協約の機能に対する評価に加え、第三の要因と

して強調しておくべきは、適用除外協定を締結する前提となる、企業内における集団的

労使関係の未成熟さであろう。すなわち、適用除外協定の締結に消極的な使用者の動機

として、産業別労働協約の社会的防止機能の尊重もさることながら、その前提となる企

業別交渉に対する忌避の姿勢にあるとの指摘がある。このことは、1971 年法以降、企業

レベルにおける労使交渉の基盤整備を意図してきた各種の立法政策が、実際には限られ

た範囲においてしか機能していないことを明らかにしたものといえよう。すなわち、法

律上、企業別交渉および企業別協定に集団的労使関係における規範設定（労働条件決定）

機能を付与したところで、その前提となる企業レベルでの交渉基盤が未成熟であった企

業（産業）では、そうした機能はおよそ働かなかったというのが、フィヨン法および 2008

年法の影響についての端的な評価といってよいものと思われる。他方で、それでは、交

渉基盤が成熟している企業においては、「分権化」が進むのではないか、という疑問は当

然に生じるところであろう。ところが、（４）において述べたように、企業レベルでの交

渉基盤が成熟している企業（とりわけ大企業）においては、そもそもフィヨン法や 2008
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年法による「法制度上の」分権化を待つまでもなく、すでに産業レベルの協約や交渉か

ら離れた、自律的な労働条件規範を確立させてしまっており、しかもそれを産業レベル

での規範設定に抵触しない形で形成してしまったため、産業別労働協約からの「適用除

外」というツールを与えられたところで、それを利用する必要が生じなかったというの

が実態である。実際、1980～90 年代におけるフランスにおける経済の停滞に加え、使用

者が産業レベルでの交渉に消極的となったこと、賃金決定の個別化が進展したことを要

因として、産業レベルでの交渉および協約の役割が、（高度成長期のような）産業レベル

の交渉および協約それ自体による労働条件の改善‐すなわち、産業レベルでの交渉およ

び労働協約が個別の労働条件に対する強い影響力を有する状況‐から、労働条件の最低

基準の確保に変化していったという事情も存在し、この結果、とりわけ大企業において

は、2004 年法制定以前の段階において、すでに実質的に企業レベル（企業別協定）によ

って賃金が決定される状況に変化していたというのである。当時においてすでに約 4 割

の企業が、企業レベルで賃金が決定され、残りの 6 割の企業（その多くは中小企業）に

おいて、産別協約によって実質的に賃金が決定されている状況にあり、フィヨン法の改

革がなされる以前の段階において、すでに産業レベルの交渉および協約の（直接的な）

影響力が、大企業を中心として衰えてきていたというのである533。こうして、フランス

における集団的労働条件規範設定にかかる分権化は、実際のところ、団体交渉の促進政

策によって、大企業を中心とした労使交渉の基盤整備が進んだ企業においては、既に

1980 年代のオルー改革による団体交渉の促進の段階から進行しており、他方、こうした

団体交渉促進政策にも関わらず、企業レベルでの交渉の基盤が形成されなかった企業に

おいては、フィヨン法および 2008 年法による改革によっても、大きな変化をもたらさな

い結果となったと考えられる。  

 もっとも、企業内労使交渉を推進する立場にある政府サイドは、フィヨン法および

2008 年法以降も、企業内労使交渉を促進するための政策を推進している。その 1 つの集

大成とも言える 2016 年のエル・コムリ法においては、労働時間および賃金等の労働条件

の決定について、原則として企業レベルの協定が産業別労働協約に優位することが明確

にされ、また企業別協定による集団的労働条件決定と個別の労働契約が抵触関係になっ

た場合、企業別協定の変更によって個別的労働契約の変更はできないとされていたナポ

レオン法典以来の伝統を覆し、集団的決定に伴う労働契約の変更に応じないことを、経

済的解雇の事由として用いることができるようになった。また、企業レベルの協定につ

いて、従来は 30％の支持が得られた労働組合が署名した場合、過半数の支持を得た組合

の反対がなければ有効となるとされていたものについて、過半数の支持を得た組合の賛

成が得られない場合には、従業員全員による直接投票によって協約の有効性を決定する

                                                  
533 ヒアリング調査における Jean-Marie PERNOT 氏の発言による。  
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という改正が試みられている。これらは、企業レベルでの集団的規範設定のウェイトを、

一層大きくする改革であるとともに、産業別組織を背景とした企業内労働組合に対し、

従業員の意思による決定のウェイトを大きくする改革であり、今後のフランスにおける

集団的労使関係および集団的規範設定システムに大きな影響を与える可能性を秘めてい

るものとも言える。これらの改革による影響については、今後も注視していく必要があ

ろう。534 

 

第２節 国際比較から見たフランスの労働協約システムの特徴 

本報告書の基礎となった、「規範設定に係る集団的労使関係のあり方研究プロジェクト」

の「現代先進諸国の労働協約システム」に関する研究では、フランスに加え、ドイツお

よびスウェーデンにおける労働協約システムについてもあわせて研究を行ってきた。 

そこで本節では、本報告書のまとめとして、これらの国に加え、日本における状況も

踏まえつつ、国際比較の観点からフランスの労働協約システムの特徴を整理したい（後

掲の表４－２－１も参照）。 

 具体的には、まず法制度の視点から、日本およびドイツと比べた場合のフランスにお

ける労働協約法制、集団的労使関係法制の特徴を検討し（１）535、続いて、ドイツおよ

びスウェーデンと比較した上での労働条件決定の実態面から見たフランスの特徴を検討

する。 

 

１ 法制度からみた特徴 

（１） 憲法規範における労働基本権の保障 

 よく知られているように、憲法規範における労働基本権の保障について、日本におい

ては憲法 28 条が、団結権、団体交渉権、団体行動権のいわゆる労働三権を保障している。

これに対し、フランスにおいて労働基本権を保障するのは、1946 年の第四共和政憲法前

文であるとされている。そこでは、団結権（第 6 項）と並んで、争議権が保障されてい

る（第 7 項）。また、集団的な労働条件決定については、日本のような「団体交渉権」と

いうかたちではなく、「代表者を介して、労働条件の集団的決定および企業の経営へ参加」

するという、いわゆる「参加権」が規定されている点が大きな特徴である。これは、団

結権を基本的な権利として保障しつつ、いわゆる団体交渉権を憲法的な権利として明示

的に保障しないという点で、日本とは異なり、かつドイツと共通する側面があると評価

                                                  
534 2016 年および 2017 年における法改革の内容とその意義・影響については、近日中に別途の研究成果

としてとりまとめ、公表する予定である。 
535 ドイツにおける法制度については、山本陽大『ドイツにおける集団的労使関係システムの現在‐その法

的構造と規範設定の実態に関する調査研究』（労働政策研究報告書 No.193、2017 年）を参照した。な

お、スウェーデンにおける集団的労使関係にかかる法制度については、十分な検討が行えなかったため、

ここでの比較においては割愛した。今後の課題としたい。  
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できる。もっとも、ドイツにおいてはこの団結権の保障を基礎に、協約自治の保障が基

本権として認められているようであり、この点はフランスと異なっていると言えよう。

また、フランスにおいては、争議権および参加権は、あくまでも個人の権利として保障

されているという点に留意する必要がある。その帰結として、争議の実施・参加は、「組

合（員）」であることを必ずしも要せず、組合の統制に服する必要はないこととされてい

る。また、団体交渉を行ない、労働協約を締結する権限についても、憲法規範の上で労

働組合に独占的に付与されているものとは解されていない536という点が重要である。 

 

（２） 労働組合の法的要件 

 次に、労働組合として認められるうえでの法的な要件についてはどうか。特に、集団

的労使関係法の適用を受け、あるいは本報告書との関係で言えば、団体交渉に参加し、

労働協約を締結する権限を有する労働組合として認められる要件が重要となる。 

 この点、日本においては、憲法および労組法は、組合結成について、特段の規制を行

っていない（自由設立主義）。労組法による各種の保護（労働協約制度や不当労働行為制

度など）を受けるためには、一定の要件（労組法 2 条および 5 条 2 項）を充たす必要が

あるが、その内容は、主体・自主性・目的・団体性・民主性といったものにとどまり、

たとえば、組織としての社会的な力の保持などは要求されない。この帰結として、団体

交渉などの局面においては、複数組合主義にもとづく中立保持義務が課されており（判

例）、基本的には少数組合も対等に団体交渉を行う権利を有することとされている。次に、

ドイツにおいては、まず労働組合には「団結体」要件の充足を満たす必要があるとされ

る。具体的には、自由意思に基づく団体であること、労働条件・経済条件の維持促進を

目的とするものであること、相手方当事者・国家・政党・教会から独立していること、

継続性を有することが要求される。加えて、本報告書の主題との関係で重要なのは、協

約締結の場面において、「協約締結能力」要件の充足が求められることにある。具体的に

は、民主的組織であること、協約締結意思を有すること、現行の労働協約制度を承認し

ていることに加え、社会的実力を具備していることが要求される。最後の、社会的実力

を具備しているという要件の存在が重要であり、この要件により、日本とは異なって十

分な力を有しない少数の組合は、労働協約の締結権限、ひいては団体交渉および争議を

行う権限を有さないこととなるというのが重要な特徴である。それでは、フランスにつ

いてはどうか。まず、憲法規範レベルにおいては、団結権は個人の権利として認められ

ていることからも、複数組合主義を明確に採用していることが分かる。現に、フランス

には極めて多種多様の労働組合が存在する。その点で、フランスの労働組合法制は、日

本と共通しているといえる。ただし、これを団体交渉および労働協約の締結というレベ

                                                  
536 このことは、労働組合ではない、従業員代表機関に対して、団体交渉を行ない、労働協約を締結する権

限を付与する立法が許容されるかという点で問題となる。  
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ルで見た場合には、日本とフランスでは大きく異なっている。すなわち、フランスにお

いては、団体交渉に参加し、労働協約を締結する権限を有するには、「代表的労働組合」

と認められることが必要とされる。その基準は、法律により、①共和国的価値の尊重、

②独立性、③財政的透明性、④当該協約が適用される産業、職業または地域的範囲にお

ける 2 年以上の活動経験、⑤当該交渉レベルにおいて実施された職場選挙の支持率、⑥

主としてその活動および経験から示される影響力、⑦加入者数および資金力によって決

まるとされている。もっとも、実際に決定的な要素となるのは、⑤の職場選挙における

支持率であり、当該交渉及び協約の適用範囲において、企業レベルについては 10％、産

業レベルおよび全国職際レベルにおいては 8％の支持を獲得することが必要とされてい

る。この結果、交渉及び協約の適用単位において、一定の支持を得られていない組合に

ついては、交渉及び協約締結権限を持たないことから、活動が非常に難しいのが実情で

ある。また、労働協約が発効するためには、原則として職場選挙における支持率の合計

が 30％超となることが必要とされる（2016 年法以降は、実質的に過半数の支持が要求

されることとなる）。この協約の発効の条件という観点からも、労働組合としての活動が

承認されるためのハードルが設けられているとも評価できよう。これは、フランスにお

いては、労働組合は「組合員」の代表ではなく、（非組合員も含めた）「すべての労働者」

の代表であると考えられているためであり、この「すべての労働者」を代表して行動す

る組合と認められるために、上記の『代表的労働組合』であることが要求されているの

である。 

 

（３） 労働組合の組織形態と組織率 

 労働組合の組織形態を見ると、日本とドイツ・フランスとの違いは明らかである。す

なわち、日本においては企業別労働組合が中心であるのに対し、ドイツにおいては産業

別労働組合が中心となっている。但し、ドイツにおいて、2000 年以降は一定の専門職労

働者により結成される職種別労働組合の活動が活発化しているとされている。これに対

し、フランスにおいては、ドイツと同様に産業別労働組合が中心である。なお、職種別

労働組合の活動が最近になって活発化したドイツと異なり、フランスにおいては、労働

組合運動が形成されてきた歴史的経緯もあり、全体としては少数ではあるものの、地域

単位及び職種単位の労働組合及び労働協約も以前から一定程度存在し、影響力を有して

いる。なお、ドイツにおいては企業内組合が存在しないのに対し、フランスにおいては

企業内に「企業内組合支部」が設置され、団体交渉及び労働協約の締結その他の活動を

している。組織率については、日本およびドイツにおいては、以前とは異なり大きく組

織率が下がって、現状は約 17%であるのに対し、フランスでは以前から組織率は非常に

低く、現在は 7.7%であるとされる。 
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（４） 団体交渉の形態 

 以上のような組織形態の差異は、団体交渉の形態にも違いを与えることになる。すな

わち、日本においては企業・事業場レベルでの団体交渉が中心であるのに対し、ドイツ

においては、産業レベルでの協約交渉が中心である。そして、例外的に、産別組合と個

別使用者との間で、企業別労働協約の締結交渉が行われることもあるとされる。フラン

スの場合、産業レベルの労働組合が中心ではあるものの、企業内にも企業内組合支部を

置くことが可能であることから、部門レベル、企業レベルのそれぞれで交渉が実施され

ることとなる。そして、部門レベルの交渉が企業レベルでの交渉へ与える影響力は、先

に述べたように、業種、組合等によって異なるものの、大企業においてはおおむね産業

レベルの交渉・協約に対して自律的な関係にあるようである。 

 

（５） 団体（協約）交渉法制 

 団体交渉に関する法制度についてはどうか。具体的には、団体交渉の実施・使用者に

よる交渉の応諾にかかる規制の有無についてはどうであるか。この点、日本においては、

先に述べたように憲法レベルで団体交渉権が保障されている点に特徴がある。その帰結

として、労働組合法 7 条 2 号により、義務的団交事項に関しては使用者の団交拒否は不

当労働行為として禁止されている。また、この義務的団交事項については、法律で具体

的に列挙されているわけではないが、裁判例および学説においては、非常に幅広く認め

るのが一般的な解釈である。同時に、判例および学説は、団体交渉の拒否そのもののみ

ならず、誠実に交渉しないことについても、団交拒否の不当労働行為を構成するものと

理解し、労働組合法７条２号は、企業に対していわゆる「誠実交渉義務」を課すという

趣旨を含むものとしている。これに対し、ドイツにおいては、協約交渉に関する法規制

は存在しない。したがって、団体交渉に応じるか否かは、あくまでも労使自治の問題で

あり、国家（法）が関与するところではないと考えられているようである。この点につ

いてフランスは、憲法レベルで日本のような一般的な団体交渉権を保障するという形に

はなっていない。この点ではドイツと共通している。しかし、法制度を見ると、現在で

は法律の明文により義務的交渉事項が規定（労働法典 L.2241-1 条以下（部門別交渉）、

L.2242-1 条以下（企業別交渉））されている（例：賃金、労働時間 etc.）。このように、

団体交渉の内容に国家（法）が積極的に介入しているという点は、フランスの大きな特

徴といえるだろう。 

 

（６） 労働協約の効力 

労働協約が締結された場合の効力についてはどうか。特に、適用範囲がどのように画

されるかが重要である。この点、日本においては、原則として労働組合員に対してのみ
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規範的効力が及ぶとされている（労組法 16 条）。例外として、事業場単位の一般的拘束

力（労組法 17 条）および地域単位の一般的拘束力（労組法 18 条）があるが、広く普及

しているとは言い難い。特に後者についてはほとんど実例がないのが実態である。ドイ

ツにおいても、原則として労働組合員に対してのみ協約の拘束力〔労働協約法 3 条〕・規

範的効力〔4 条〕が及ぶとされており、この点は日本の協約法制と共通する。ただし、

例外として一般的拘束力宣言制度（労働協約法 5 条）が設けられており、一定程度、こ

うした拡張適用の制度が普及している点は日本と異なっている。なお、実務上は、援用

条項などによって、非組合員に対しても労働協約が定める労働条件の（間接的な）適用

が行われることが多いとされ、労働協約の実質的な効力範囲は相応の射程を有している

ようである。これに対し、フランスにおいては、そもそも労働協約が締結された場合に

は、当該協約に署名した使用者が雇用する（非組合員を含む）すべての労働者に対して

及ぶ（労働法典 L.2254-1 条）とされており、適用範囲が組合員に限られないことが基本

となっている点で、日本およびドイツとは大きく異る制度となっている。これに加え、

より重要な制度として、部門別協約については、原則として労働大臣のアレテによる拡

張適用の手続が実施される（L.2261-15 条以下）という点がある。この結果、当該部門

別協約の適用範囲に含まれる全ての使用者およびこれに雇用されるすべての労働者に対

して及ぶこととなる。このほか、部門別協約の空白域を埋めるための拡大適用の手続も

存在しており、フランスの労働協約は、組合員であるか否かを問わず、幅広く（隅々ま

で）その射程が及ぶものとされている点で、大きな特徴があるといえる。これは、既に

述べたように、フランスの労働組合は組合員ではなくすべての労働者を代表するもので

あり、そこで締結された労働組合は、いわば「職業の法」であると伝統的に考えられて

きたことの帰結である。 

 

（７） 労働協約の機能 

 以上のようなシステムを前提として、労働協約はどのような機能を果たしているのか。

日本においては、労働組合・団体交渉が企業単位を基本としていることから、いきおい

企業別労働協約が中心となり、当該企業における（特に正社員の）労働条件規整機能を

有している（就業規則の内容と連動する場合も多い）。これに対し、ドイツにおいては産

業別労働協約が中心であり、近年、産別協約と中小規模の企業との間で企業別協約が締

結される例も増えているものの、その際には「承認協約」が締結されることが多いとさ

れる。その帰結として、ドイツにおける労働協約は、当該産業における最低労働条件（＝

企業間における公正競争条件）設定機能が中心的な機能であるとされる。フランスにお

いても、同様に部門別労働協約が中心であり、当該部門における最低労働条件（＝企業

間における公正競争条件）設定機能が基本である。但し、大企業においては、部門別協

約・交渉からは自律した（より有利・詳細な）協約・交渉が存在することが多い。その
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意味で、労働協約もまた、フランスにおいては部門レベルと企業レベルでの二元的な関

係が生じているものといえる。 

 

（８）従業員代表機関の有無と役割 

 労働組合とともに、集団的労使関係の担い手であると位置づけられる従業員代表機関

についての法制度はどうか。日本においては、多くの法律に関連して、当該事業場の過

半数組合、または（過半数組合がない場合には）過半数代表が労使協定の締結や意見聴

取などの機能を担っているが、常設的な従業員代表機関の制度は存在しない。これに対

しドイツにおいては、常時 5 名以上の労働者を雇用する事業所において、民主的選挙に

より、常設的従業員代表機関である事業所委員会が設置することが可能（事業所組織法）

とされており、この事業所委員会は、事業所内労働条件（特に社会的事項）について、

使用者と共同決定を行い、事業所協定を締結することにより規整（事業所組織法 87 条

etc.）をおこなう。但し、既に協約で規整されているか、協約で規制されるのが通常であ

る労働条件については、規整することができない（協約優位原則〔事業所組織法 77 条〕）

とされている。フランスにおいても、従業員数 50 人以上の企業（事業所）においては、

職場選挙によって選出された、企業委員会を設置することとされており、その他の企業

については従業員代表委員を選出することとされている。ただし、これらの従業員代表

機関は、ドイツとは異なり、企業・事業所における福利厚生の管理運営、および経営等

に関する情報提供・協議等を行うのが任務であり、原則として、団体交渉および労働協

約の締結機能は有さないとされてきた。ただし、近年は企業内組合支部が存在しない場

合等については、交渉・協約締結機能を認める等、従業員代表機関の団体交渉・協約締

結権限を認める余地が拡大されてきている。 

 

（９）就業規則の位置づけ 

 集団的な労働条件規範設定について、日本においては非常に重要な位置づけをされて

いるのが、就業規則である。この、就業規則の位置づけについてはどうか。日本におい

ては、就業規則の制定権者は使用者であるとされ、規律対象の労働条件について見ると、

労基法 89 条各号が定める労働条件を幅広く対象とするとともに、法的効力としても、最

低基準効（労働契約法 12 条）に加え、契約内容規律効（労契法 7 条）が認められ、集団

的労働条件規範設定について、主要な役割を果たしてきている。これに対しドイツにお

いては、就業規則はあくまで事業所協定の一種と位置づけられている。その帰結として、

制定権者は事業所パートナー（事業所委員会および個別使用者）であるとされ、規律の

対象となる労働条件は、社会的事項を中心とする共同決定事項が対象となる例が多いと

される。就業規則が事業所協定の一種であることから、その効力は規範的効力（事業所

組織法 77 条）であるとされる。このように、法的な位置づけや規律の範囲は異なるにせ
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よ、一定の労働条件規範設定機能を有する日本およびドイツと異なり、フランスにおい

ては、就業規則は労働条件規範の設定機能を有さない。すなわち、フランスにおいては、

就業規則の制定権者は日本と同じく使用者とされるが、その規律の対象となる労働条件

は、安全衛生および懲戒に関する規定のみであり、賃金・労働時間等の労働条件に関す

る規定はできないとされる。この結果、就業規則の機能は、主として懲戒処分の根拠お

よび手続規定として機能するにとどまり、実質的に労働条件設定機能は無い。 

 

（１０）法定最低賃金制度 

 最後に、国家による労働条件規律規範の１つとして、最低賃金制度についての比較を

行う。日本においては、法定最低賃金は、地域別最低賃金（最賃法 10 条）および特定最

低賃金（最賃法 15 条）の２種類が存在する。そして、最低賃金額の決定主体は、厚労大

臣または都道府県労働局長である。そして、金額決定要素（地域別最賃）は、労働者の

生計費、賃金、通常の事業主の賃金支払能力とされる。この仕組みは、いわば労使およ

び社会の実情を踏まえて国家が決定するものと評価できる。 

ドイツにおいては、そもそも歴史的に法定の最低賃金制度が存在せず、ごく最近にな

って初めて全国一律の最低賃金が定められたという点を指摘しておく必要があろう。こ

のドイツの法定最賃制度においては、その決定主体は連邦政府とされ、金額については、

最低賃金委員会で決議するとされている。そして、金額決定要素は、①労働者に必要な

最低限の保護、②公正・機能的な競争条件の確保、③雇用の危殆化の防止であるとされ

ている。もっとも、実際には、（現在の最低賃金額）×（過去 2 年間における各産業の協

約賃上げ率の平均）により決まるとされており、実質的には労使による決定に対して大

きな配慮がなされているものと評価することができるだろう。この、最低賃金の水準決

定における労使に対する大きな配慮が、ドイツの最低賃金制度の大きな特徴と言える。 

他方、フランスにおいては、1970 年 1 月 2 日の法律（現：労働法典 L.3231-1 条以下）

により現行の最低賃金制度（SMIC）が定められている。その決定主体は政府であるが、

金額決定要素は物価水準（インフレ率）、購買力、経済状況であるとされ、一定の物価上

昇率が生じた場合の自動引上げ条項があるなど、極めて客観的かつ労使の関与を廃した

ものとなっている。この法定最賃の引上げは、派生的に産業別（企業別）の賃金協定に

関する改定交渉をもたらすことがしばしばあるとされており、賃金決定にもたらす影響

がドイツに比べてかなり大きいものといえる。 

 

表 ４－２－１ 【集団的労使関係システムの 3 カ国比較】 

 日本 ドイツ フランス 

Ⅰ 労働基本権の ・憲法 28 条 ・基本法 9 条 3 項（団 ・団結権（1946 年憲法
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保障 ‐団結権 

‐団体交渉権 

‐団体行動権 

結の自由） 

‐個別的団結の自

由 

‐集団的団結の自

由（⇒団結体自体

の存立と活動〔特

に協約自治〕を保

障。） 

‐消極的団結の自

由（⇒従って、ユ

ニオン・ショップ

協定は違法。） 

前文第 6 項） 

・争議権（1946 年憲法

前文第 7 項） 

・参加権（代表者を介

しての労働条件の集団

的決定および企業の経

営への参加〔1946 年憲

法前文第 8 項〕） 

※ 但し、争議権およ

び参加権は、あくまで

「個人」の権利として

規定。 

⇒ 争議の実施・参加

に つ い て は 、「 組 合

（員）」であることを必

ずしも要しない。 

⇒ 団体交渉・協約締

結の権限も、労働組合

が独占するものではな

いと解されている。 

Ⅱ 集団的労使関

係法制 

・憲法 

・労働組合法 

・労働基準法 etc. 

・基本法 

・労働協約法 

・事業所組織法 etc.

・1946 年憲法 

・労働法典収録の各種

法律 

Ⅲ 労働組合の法

的要件 

・憲法および労組法

は、組合結成につ

いて、特段の規制

を 行 っ て い な い

（ 自 由 設 立 主

義）。 

※但し、労組法が定

め る 各 種 の 保 護

（ 労 働 協 約 制 度

や 不 当 労 働 行 為

制度など）を全て

・「団結体」要件の

充足 

 －自由意思に基

づ く 団 体 で あ

ること。 

 －労働条件・経済

条 件 の 維 持 促

進 を 目 的 と す

る も の で あ る

こと。 

 － 相 手 方 当 事

・「代表的労働組合」の

資格を得るための判断

要素は以下のとおり。 

①共和国的価値の尊重 

②独立性 

③財政的透明性 

④当該協約が適用され

る産業、職業または地

域的範囲における 2 年

以上の活動経験 

⑤当該交渉レベルにお
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受けるためには、

主体・自主性・目

的・団体性・民主

性の要件（労組法

2 条および 5 条 2

項）を充たす必要

がある。 

者 ・ 国 家 ・ 政

党・教会から独

立 し て い る こ

と。 

 －継続性を有す

ること 

・（協約締結の場面

では）「協約締結能

力」要件の充足。 

 －民主的組織で

あること。 

 －社会的実力を

具 備 し て い る

こと。 

 －協約締結意思

を有すること。

 －現行の労働協

約 制 度 を 承 認

していること。

いて実施された職場選

挙の支持率 

⑥主としてその活動お

よび経験から示される

影響力 

⑦加入者数および資金

力 

※ 実質的には、⑤の

職場選挙における支持

率が決定的な要素とな

る。 

⇒ 企業レベル：10％、

産業レベル・全国職際

レベル：8％の支持が必

要。 

Ⅳ 労働組合の組

織形態と組織

率 

・企業別労働組合が

中心。 

・労働組合の推定組

織 率 は 、 17.3%

（2016 年度）。 

・産業別労働組合が

中心。 

※但し、2000 年以

降 は 一 定 の 専 門

職 労 働 者 に よ り

結 成 さ れ る 職 種

別 労 働 組 合 の 活

動 が 活 発 化 し て

いる。 

・産別組合の組織率

は、約 17% 

・産業別労働組合が中

心（組織率：7.7%）。 

※ 地域別、職種別組

合も少数ながら存在。

（以下、両者を合わせ

て「部門別」と表記す

る。） 

→企業においては、「企

業内組合支部」が設置

され、活動。 

Ⅴ 団体（協約）

交渉法制 

・団体交渉権の保障

（憲法 28 条）。 

・義務的団交事項に

関 す る 使 用 者 の

・協約交渉に関する

法 規 制 は 存 在 し

ない。 

・明文上で、義務的交

渉事項を規定（労働法

典 L.2241-1 条以下（部

門別交渉）、L.2242-1
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団 交 拒 否 お よ び

不 誠 実 交 渉 は 不

当 労 働 行 為 と し

て禁止される（労

組法 7 条 2 号）。

条以下（企業別交渉））

例：賃金、労働時間 etc.

Ⅵ 団体（協約）

交渉の形態 

・企業・事業場レベ

ル で の 団 体 交 渉

が中心。 

・産業レベルでの協

約交渉が中心。 

※但し、産別組合と

個 別 使 用 者 と の

間で、企業別労働

協 約 の 締 結 交 渉

が 行 わ れ る こ と

もある。 

・部門レベル、企業レ

ベルのそれぞれで交渉

を実施（部門レベルの

交渉→企業レベルでの

交渉への影響力は、業

種、組合等によって異

なる。大企業はおおむ

ね自律的）。 

Ⅶ 労働協約の法

的効力 

原則  

・労働組合員に対し

てのみ及ぶ（規範的

効力、労組法 16 条）。

例外  

・事業場単位の一般

的拘束力（労組法 17

条） 

・地域単位の一般的

拘束力（労組法 18

条） 

原則  

・労働組合員に対し

てのみ及ぶ（協約

拘束力〔労働協約

法 3 条〕・規範的

効力〔4 条〕）。 

例外  

・一般的拘束力宣言

制度（労働協約法

5 条） 

※ 但し、実務上

は、援用条項など

によって、非組合

員 に 対 し て も 労

働 協 約 が 定 め る

労働条件の（間接

的な）適用が行わ

れることが多い。

 

原則 

・当該協約に署名した

使用者が雇用するすべ

ての労働者に対して及

ぶ（労働法典 L.2254-1

条） 

・部門別協約について

は、原則として労働大

臣のアレテによる拡張

適用の手続が実施され

る（L.2261-15 条以下）

⇒当該部門別協約の適

用範囲に含まれる全て

の使用者およびこれに

雇用される労働者に対

して及ぶ。 

※ このほか、部門別

協約の空白域を埋める

ための拡大適用の手続

も存在。 

Ⅷ 労働協約の実 実態  実態  実態  
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態と機能 ・企業別労働協約が

中心。 

機能 

・当該企業における

（特に正社員の）労

働条件規整機能（就

業規則の内容と連

動 す る 場 合 も 多

い。）。 

・産業別労働協約が

中心。 

※近年、産別協約と

中 小 規 模 の 企 業

と の 間 で 企 業 別

協 約 が 締 結 さ れ

る 例 も 増 え て い

るが、その際には

「承認協約」が締

結 さ れ る こ と が

多い。 

機能  

・当該産業における

最低労働条件（＝

企 業 間 に お け る

公正競争条件）設

定機能 

・部門別労働協約が中

心。 

・但し、大企業におい

ては、部門別協約・交

渉からは自律した（よ

り有利・詳細な）協約・

交渉が存在。 

機能  

・当該部門における最

低労働条件（＝企業間

に お け る 公 正 競 争 条

件）設定機能 

Ⅸ 協約適用（拘

束）率 

・明確な統計は見当

たらない 

※但し、労働協約の

規 範 的 効 力 は 組

合 員 に 対 し て の

み 及 ぶ の が 原 則

と な っ て い る こ

とと、企業別労働

組合・協約が中心

で り 地 域 単 位 の

一 般 的 拘 束 力 制

度 が 利 用 さ れ る

こ と は 稀 で あ る

ことからすると、

協 約 適 用 率 は 組

合 組 織 率 と 同 程

度か、これを下回

・協約拘束率（2014

年・従業員比） 

‐ 旧 西 ド イ ツ 地

域：60% 

‐ 旧 東 ド イ ツ 地

域：47% 

※但し、使用者が協

約 に 拘 束 さ れ て

いない場合でも、

産 別 協 約 に 準 拠

し た 形 で 労 働 条

件 を 決 定 す る 例

も多く、これを含

めると、産別協約

の適用率は 70%

を超える（旧西ド

イツ地域）。 

・90％以上 
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っ て い る も の と

推察される。 

Ⅹ 不当労働行為

への法的対応 

・不当労働行為（不

利益取扱い・団交

拒否・支配介入）

に 対 す る 労 働 委

員 会 の 救 済 命 令

に よ る 行 政 救 済

（労組法 7 条・27

条以下）。 

・裁判所による司法

救済（団交を求め

うる地位確認、損

害賠償請求 etc.）。

・不当労働行為（お

よ び そ れ に 対 す

る行政救済）制度

は無い。 

・団結権侵害行為に

対しては、民法上

の 規 定 に 基 づ き

対処（法律行為の

無効〔民法典 134

条〕、差止め請求

〔同 1004 条〕、損

害 賠 償 請 求 〔 同

823 条〕etc.） 

※ なお、従業員代

表 機 関 で あ る 事

業 所 委 員 会 に 対

す る 活 動 妨 害 行

為については、刑

罰がある（事業所

組織法 119 条な

ど）。 

・不当労働行為（行政

救済）制度は無い。 

・団結権侵害行為に対

しては、組合活動妨害

罪（労働法典 L.2146-1

条）が存在するほか、

民事上の賠償請求等が

可能。 

※ 企業委員会等、各

種従業員代表機関につ

いても同様に妨害罪の

規定あり。 

ⅩⅠ 少数組合の

法的位置付け 

・複数組合主義（憲

法・労組法） 

⇒団体交渉などの

場面においては、

使 用 者 に は 中 立

保 持 義 務 が 課 さ

れている。（判例）

・憲法（基本法）レ

ベルでは、複数組

合主義。 

・但し、労働協約法

制のレベルでは、

組 合 員 数 が 少 数

で 組 織 的 基 盤 が

脆 弱 な 労 働 組 合

には、そもそも協

約 締 結 能 力 が 認

め ら れ な い （ 判

・憲法レベルでは、複

数組合主義 

・但し、団体交渉への

参加・労働協約の締結

レベルでは、職場選挙

における一定の支持率

（企業レベル：10％、

部門レベル：8％）を獲

得することが必要 

・労働協約が発効する

ためには、原則として
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例）。 

・更に、1 つの事業

所 内 に お い て 複

数 協 約 （ 協 約 衝

突）状態（複数の

労 働 組 合 に よ っ

て締結された、内

容 の 異 な る 労 働

協 約 が 併 存 す る

状態）が生じた場

合には、少数組合

の 締 結 に か か る

協約は、当該事業

所 に お け る 適 用

を排除される（労

働協約法 4a 条が

定 め る 協 約 単 一

原則）。 

職場選挙における支持

率の合計が 30％超とな

ることが必要（一部協

約については過半数を

要求。） 

ⅩⅡ 従業員代表

制度 

・当該事業場の過半

数 組 合 、 ま た は

（ 過 半 数 組 合 が

ない場合には）過

半 数 代 表 が 労 使

協 定 の 締 結 や 意

見 聴 取 な ど の 機

能を担うが、常設

的 な 従 業 員 代 表

機関は無い。 

・常時 5 名以上の労

働 者 を 雇 用 す る

事業所において、

民 主 的 選 挙 に よ

り、常設的従業員

代 表 機 関 で あ る

事 業 所 委 員 会 が

設 置 す る こ と が

可能（事業所組織

法）。 

・従業員数 50 人以上の

企業（事業所）におい

ては、職場選挙によっ

て選出された、企業委

員会を設置、その他の

企業については従業員

代表委員を選出。 

ⅩⅢ 従業員代表

の役割 

・労使協定の締結に

よ る 法 定 労 働 条

件 水 準 か ら の 逸

脱（労基法 36 条

etc.） 

・使用者からの意見

・事業所内労働条件

（ 特 に 社 会 的 事

項）について、使

用 者 と 共 同 決 定

を行い、事業所協

定 を 締 結 す る こ

・企業・事業所におけ

る 福 利 厚 生 の 管 理 運

営、および経営等に関

す る 情 報 提 供 ・ 協 議

etc. 

※ 原則として、団体
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聴取（労基法 90

条）etc. 

とにより規整（事

業所組織法 87 条

etc.）。 

※但し、既に協約で

規 整 さ れ て い る

か、協約で規制さ

れ る の が 通 常 で

あ る 労 働 条 件 に

ついては、規整す

る こ と が で き な

い（協約優位原則

〔 事 業 所 組 織 法

77 条〕）。 

交渉および労働協約の

締 結 機 能 は 有 さ な い

（企業内組合支部が存

在しない場合等におい

ては、交渉・協約締結

機能あり）。 

ⅩⅣ 就業規則の

法的位置付け 

制定権者  

・使用者 

対象労働条件  

・労基法 89 条各号

が 定 め る 労 働 条

件 を 幅 広 く 対 象

とする。 

法的効力  

・最低基準効（労働

契約法 12 条） 

・契約内容規律効

（労契法 7 条） 

（※ドイツでは、就

業規則はあくまで

事業所協定の一種）

制定権者  

・事業所パートナー

（ 事 業 所 委 員 会

お よ び 個 別 使 用

者） 

対象労働条件  

・社会的事項を中心

と す る 共 同 決 定

事 項 が 対 象 と な

る例が多い。 

法的効力  

・規範的効力（事業

所組織法 77 条）

制定権者 

・使用者 

対象労働条件 

・安全衛生および懲戒

に関する規定のみ 

※ 賃金・労働時間等

の労働条件に関する規

定は不可。 

法的効力 

・主として懲戒処分の

根拠および手続規定と

して機能。 

⇒ 労働条件設定機能

は無い。 

ⅩⅤ 規範が競合

する場合の法的処

理 

・労働協約＞就業規

則（労基法 92 条 1

項） 

・就業規則＞不利な

個別合意（最低基

・企業別協約＞産別

協約（近接性原則

〔判例〕） 

・労働協約＞事業所

協定（協約優位原

（１）労働協約間の競

合 

伝統的ルール（2004 年

まで） 

・部門別協約＞企業別
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準効〔労契法 12

条〕） 

※なお、労働協約と

有 利 な 個 別 合 意

の優劣関係（＝有

利原則の存否）に

ついては、協約当

事 者 の 意 思 に よ

る（多数説）。 

則〔事業所組織法

77 条〕） 

・有利な個別合意＞

労働協約（有利原

則〔労働協約法 4

条 3 項〕） 

・労働協約＞不利な

個別合意（規範的

効力〔労働協約法

4 条〕） 

・有利な個別合意＞

事業所協定（有利

原則〔判例〕） 

・事業所協定＞不利

な個別合意（事業

所組織法 77 条）

※但し、労働協約が

「開放条項」を置

い て い る 場 合 に

は、事業所協定に

よ っ て 協 約 が 定

め る 水 準 を 下 回

る 労 働 条 件 も 設

定可能（労働協約

法 4 条、事業所組

織法 77 条）。 

協約 

（「有利原則」） 

2004 年法以降 

・企業別協約が存在す

ればそちらを優先 

⇒企業別協約が存在し

ない場合に産業別協約

を適用 

※ 但し、実務上は「閉

鎖条項」等を用いて産

業別協約に矛盾する企

業別協約の出現は、か

なり抑制されている 

※ 一部の事項につい

ては企業別協約による

逸脱を禁止（職業等級

別最低賃金等） 

 

（２）労働協約と労働

契約（個別合意）の競

合 

・労働協約は労働契約

を外部規律（＋有利原

則） 

⇒有利な個別合意＞労

働協約 

・協約の変更・廃止に

よって、労働契約の内

容を変更することは原

則として不可。 

※ 2016 年法により

一部の協定にもとづく

労働契約の変更拒否＝

経 済 的 解 雇 理 由 と な
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る。 

ⅩⅥ 国家法から

の逸脱の可否 

・法律が認めている

場合に、過半数組

合 ま た は 過 半 数

代 表 と の 労 使 協

定の締結により、

法 定 労 働 条 件 水

準 か ら の 逸 脱 が

可能。 

・非過半数組合との

労働協約・就業規

則・個別合意によ

って、法定労働条

件 水 準 か ら 逸 脱

することは、原則

と し て 認 め ら れ

ない（労基法 13

条・92 条）。 

・法律が認めている

場合に、労働協約

によって、法定労

働 条 件 水 準 か ら

の逸脱が可能（い

わゆる「協約に開

かれた法規」）。 

・法律が認めている

場合に、それが労

働 協 約 に 基 づ く

も の で あ る こ と

を条件に、事業所

協定によって、法

定 労 働 条 件 水 準

か ら の 逸 脱 が 可

能。 

・法律が認めている

場合であって、法

定 労 働 条 件 水 準

か ら の 逸 脱 を 認

め る 労 働 協 約 が

直 接 適 用 さ れ な

い場合に、当該協

約 を 援 用 す る こ

とを条件に、個別

合意によって、法

定 労 働 条 件 水 準

か ら の 逸 脱 が 可

能。 

・法律が認めている場

合、企業別協約によっ

て、法定労働条件水準

からの逸脱が可能（一

部の労働時間規制）。 

ⅩⅦ 最低賃金制

度 

種類  

・地域別最低賃金

（最賃法 10 条） 

・特定最低賃金（最

種類  

・全国一律最低賃金

（最低賃金法 1 条）

決定主体  

種類  

・ 全 国 一 律 最 低 賃 金

（1970 年 1 月 2 日法、

労働法典 L.3231-1 条
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賃法 15 条） 

決定主体  

厚労大臣または都

道府県労働局長 

金額決定要素（地域

別最賃のみ） 

① 労働者の生計費 

② 賃金 

③ 通常の事業の賃

金支払能力 

・連邦政府（金額に

ついては、最低賃

金 委 員 会 で 決

議。） 

金額決定要素  

① 労働者に必要な

最低限の保護 

② 公正・機能的な

競争条件の確保 

③ 雇用の危殆化の

防止 

※但し、実際には、

（ 現 在 の 最 低 賃

金額）×（過去 2

年 間 に お け る 各

産 業 の 協 約 賃 上

げ率の平均）によ

り決まる。 

以下） 

決定主体  

・政府 

金額決定要素 

・物価水準（インフレ

率） 

・購買力 

・経済状況 

※ 一定の物価上昇率

が生じた場合の自動引

上げ条項あり。 

 

 

２ 規範設定の実態から見た比較と特徴 

ここでは、ドイツ・スウェーデンとの比較を意識しつつ、労働条件決定の実態面を中

心に、フランスの労働協約システムの特徴を示すことで、結びに代えることとしたい。 

 

（１）前提－労働協約システムの比較 

まず、前提となる労働協約システムについて、フランスの特徴をドイツとスウェーデ

ンとの比較において確認しておく。 

フランスの労働協約システムの大きな特徴の第一は、その実態において、労働組合の

組織率が非常に低いにもかかわらず、極めて高い労働協約の適用率を確保しているとい

う点にある。スウェーデンは、現在においてもなお極めて高い組織率を維持しており、

それに伴って労働協約の適用率についても高い水準を維持している。ドイツについては、

伝統的にはスウェーデンと同様に高い組織率を維持し、それによって協約の適用率も高

水準を維持していたのに対し、近年は組織率の低下に伴う協約の適用率の低下という問

題に直面している。これに対して、フランスにおいては従来から労働組合の組織率は低

－154－－154－

労働政策研究報告書 No.197



162 
 

水準であるが、それにもかかわらず、労働協約の適用率については極めて高い水準を維

持している。この点は、ドイツ、スウェーデンとは極めて対象的な実態を示していると

いえよう。 

第二の特徴として、高水準の協約適用率を実現するにあたり、産業別労働協約の拡張

適用という制度が用いられている点がある。そもそも、フランスにおける労働協約は、

署名した組合の組合員であるか否かにかかわらず、署名した使用者ないし使用者団体に

所属する使用者に雇用されているすべての労働者に（非組合員であろうと、署名しなか

った組合の組合員であろうと）適用される。これは、労働協約の適用を原則としては組

合員に限定しているドイツとは明確に異なっているといえよう。さらに、産業別労働協

約については、行政の手続きを通じた拡張適用の制度を通じて、当該産業におけるすべ

ての使用者および労働者に対して（使用者団体、労働組合への加入の有無にかかわらず）

適用されることとなる。この制度を通じてフランスにおいては労働協約の適用率が極め

て高い水準に達している。すなわちフランスにおける労働協約（特に産業別協約）は、

拡張適用手続という国家によるバックアップを受けているという点において、また同制

度を通じて、組合員の労働条件を決定するのではなく、（当該産業における）すべての労

働者に適用される規範を設定しているという点において、大きな特徴を有しているとい

えよう。フランスにおける産業別労働協約が、「職業の法（loi de professionnelle）」と

呼ばれる所以はここにある。 

第三の特徴として、労働協約が署名した組合の組合員のみならず、全ての労働者ない

し使用者に適用されるというシステムを正当化する基盤として、代表的労働組合という

制度が用いられているという点がある。すなわち、フランスにおいては、労働協約はい

かなる組合であろうとも締結できるのではなく、協約に署名をする資格を有するのは、

当該産業ないし企業等において「代表的労働組合」と認められた組合に限られている。

換言すれば、フランスにおいては、当該産業ないし企業等において「代表的組合」と認

められた労働組合が、労働協約の締結とその適用に関する法制度、とりわけ産業別労働

協約の拡張適用制度を通じて、当該産業ないし企業等におけるすべての労働者をまさに

「代表」し、そこにおける規範の設定を担っているのである。この代表的組合の制度そ

れ自体も、国家によって作り上げられたシステムという側面があり（1966 年のアレテに

よっていわゆる 5 大労組が全国レベルでの代表的労働組合と認定されたことは、このこ

とを如実に示している）、労働協約の拡張適用制度と同様に、国家の関与によって労働協

約システムの基盤が形作られているという特徴を示すものであるといえる。 

第四の特徴として、フランスの伝統的な労働協約システムにおいては、いわゆる有利

原則を通じて、規範の階層性が明確に形作られていたという点にある。すなわち、フラ

ンスにおいては、規範設定をなすものとして、法律、全国職際協定、産業別労働協約、

職種別協約、企業別協定、事業所別協定、個別の労働契約が存在する。そして、これら
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が相互に抵触する関係になった場合には、当該条項について労働者にとってもっとも有

利な条件が適用されるという有利原則が採用されてきた。この結果、適用範囲が狭い協

約、協定、契約は、適用範囲が広い協約、協定等に対して、実質的に労働者にとってよ

り有利な条件を定めることしかできないこととなり、これらの規範設定主体の間で、明

確な階層性が確立されてきたのである。ただし、この有利原則に基づく規範の階層性に

ついては、フィヨン法によってこれが廃止をされているという点には留意する必要があ

る。 

以上に示したように、フランスの伝統的な労働協約システムは、労働協約の拡張適用

制度、およびこれを支える代表的労働組合の制度という、いわば国家の後押しを受ける

ことによって形成され、維持されてきたという点に大きな特徴があるといえよう。それ

と同時に、有利原則を通じた規範の階層性を通じて、国家が定める規範である法律を明

確に最上位に置き、国家が定める規範を下流に浸透させる装置として産業別協約、企業

別協定といった労働協約システムを利用してきた側面があることも重要な特徴である。

これらのことは、協約自治・労使自治の伝統が色濃く存在し、国家はあくまでもこれら

の労使自治を機能させる目的の限りでの介入を行うことを原則としてきたドイツおよび

スウェーデンとは大きく異なっていると評価できよう。 

 

（２）フランスの集団的規範設定実務の特徴 

フランスにおいて、とりわけ企業レベルでの労働条件決定を考える上では、その歴史

的経緯が非常に重要である。すなわち、フランスにおいてはそもそも 1970 年代に入るま

で、企業内に組合支部を設置することが認められておらず、その帰結として企業レベル

における労働協約は基本的に存在しないものとして扱われてきた（ただし、実際にはル

ノーなどの一部の大企業においては、この時期においても企業レベルの交渉および協定

が存在した点に留意する必要がある）。この結果、協約レベルでの規範設定については、

専ら産業別協約がその役割を担ってきた。これに対し、オルー改革以降の企業レベルの

団体交渉の促進政策は、（大企業を中心に）企業内に組合支部が設置されている企業レベ

ルの団体交渉および企業別協定の締結を劇的に増加させ、結果として産業別労働協約は、

当該産業における労働条件の「最低基準」を定めるものであるという色彩を強めること

となる。 

実際、賃金決定システムを見た場合においても、産業別協約および産業レベルの団体

交渉という基礎が存在した上で、企業レベルでの交渉および協定が存在するという点に

おいてはスウェーデンおよびドイツと同様のシステムが取られていると評価することが

できる。しかし、より具体的な賃金決定のプロセスを見ると、フランスにおいては、確

かに産業別協約によって職業資格等級およびこれに対応する賃金等級が定められ、また

各等級についての基準が定められている。ところが、実際には、それぞれの職種につい
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て、どの職業資格等級に設定をするのかという点については「基準の解釈」を通じて、

企業レベルでの決定にかなりの裁量の余地が付与されており、各等級の中でさらに細か

い「段階」を設定することが許容されていることとあわせ、具体的な賃金決定という点

で見た場合に、企業レベルでの決定に大きな裁量が与えられている。この結果、企業内

組合支部が存在し、活発に企業レベルでの交渉が行われている企業においては、大企業

を中心として、実際には産業別労働協約が定めている条件からかなり乖離をした賃金シ

ステムが採用されている企業が少なくないようである。他方で、中小零細企業を中心に、

企業内組合支部が存在しない、あるいは存在したとしても企業レベルでの交渉が活発で

ない企業においては、産業別協約が定める基準がそのまま適用されているケースが少な

くないようである。この結果、フランスにおける産業別労働協約は、まさしく当該産業

における労働条件の「最低基準」を定めたものとしての色彩が強まっている。 

もう１つのフランスにおける実務上の特徴として、企業のリストラ時における協議な

いし交渉がある。フランスにおいては、労働者側にとってもっとも関心が高く、かつ協

議の中心となるのは、経済的解雇ないし人員削減の必要性それ自体であり、次いで解雇

順位の基準の確定が重要な位置を占めるようである。これは、リストラが必要とされた

場合に、主たる交渉事項は解雇順位の決定であり、人員削減の必要性それ自体は主な主

題とならないとされるスウェーデンとは大きく異なっている。これは、ヒアリング調査

の結果によれば、フランスにおける企業レベルの労使対話が十分に確立されていないこ

とと関係するという。すなわち、企業レベルの労使対話が十分であれば、使用者側がリ

ストラについての協議を求めてきた場合において、労働者側もその必要性の有無につい

て十分に認識をしていることが可能であるが、そうではない場合、結局のところ使用者

が協議を求めてきたリストラ策について、労働者側としてその必要性を一から検討する

必要があるということのようである。 

フランスにおける労働協約を中心とした集団的な規範設定のあり方に係る現状は以上

のとおりであるが、最後に、これらの実務についても、2000 年代以降も継続して行われ

ている労使対話の促進政策の影響が今後生じうることを指摘しておく。2008 年における

労働組合の代表性をめぐる改革や、義務的団交事項をめぐる政策はその一環といえる。

先に述べたように、フランスにおける労働協約システムにおいては、産業別労働協約お

よび産業レベルでの団体交渉は、とりわけ産業レベルにおける「最低基準」の設定とい

う観点から、現在もなお重要な機能を有し続けている。とはいえ、企業レベルの労使交

渉の一層の促進が、今後さらなる変化をもたらす可能性は否定できない。この点につい

ては今後の研究課題としたい。 
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